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公益財団法人内藤記念科学振興財団 2025 年度事業計画書 
 

 2025 年度計画においては、2021 年度を初年度とする中期 5 ヵ年事業計画に従い、当財

団の設立趣意に則った活動を推進していく。したがって、2025 年度も 2024 年度同様、受

取寄附金を全額一般正味財産へ振替え、公益目的事業規模の維持に備える。 
 

１.経常収益と経常費用 
2025年度の経常収益のうち受取配当金は、2024年度と同額であることを前提とする。

また、計画する受取寄附金 3,835 万円は、2024 年度同様全額を一般正味財産へ振替え、

公益目的収益に計上する。その結果、法人全体の経常収益は総額で 7 億 1,262 万円を計

画する（2024 年度決算予測比 99.3％）。また、公益目的事業収益は 6 億 4,398 万円、法

人会計収益は 6,863 万円の計画とする。2025 年度の法人会計（管理費）は、3,501 万円

（2024 年度決算予測比 103.9％）を計画し、この中には 2024 年度に続き、保管書類の

デジタル化費用 300 万円が含まれる。2025 年度は、内藤コンファレンスの海外招待講

演者の渡航費用高騰および各経費に係る諸物価の値上がりの対応として、科学奨励金・

研究助成の助成件数を 2024 年度の 80 件から 5 件減少の 75 件（1,500 万円減）とする。

一方、女性研究者研究助成金及び次世代育成支援助成金の助成件数を 2024 年度と同数

とし、公益目的事業の全体のバランスをとる。公益目的事業費は、2024 年度決算予測

金額より 1,232 万円減少し、6 億 7,623 万円（2024 年度決算予測比 98.2％）を計画す

る。また、法人会計と合わせた法人全体の経常費用総計は 7 億 1,124 万円（2024 年度

決算予測比 98.5％）を計画し、その結果、公益目的事業経常増減額は、3,224 万円の減

額となり、2025 年度の公益事業の収支相償を満たす計画であり、法人全体では、137 万

円の増額となり、収支の均衡をはかる計画とする。 
 

２.資金調達及び設備投資の見込みについて 

① 資金調達の見込みについて 

     予定はない。 

② 設備投資の見込みについて 

    １）設備投資の内容：財団アーカイブス改修費 

     目 的：財団アーカイブスの検索機能向上のための改修費 

     支出の予定額：1,700,000円 

     資金調達方法：自己資金 

 
    ２）設備投資の内容：新助成金システムのプログラム改変等 

     目 的： 財団サーバーのクラウド化に伴う新助成金システムのプログラム

改変等 

     支出の予定額：3,000,000円 

     資金調達方法：自己資金 
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３.各公益目的事業の計画  
 
（１）事業番号（公１） 

① 科学振興賞 《添付資料 1》 
財団の筆頭事業としてユニークな研究成果の褒賞を目指していく。正賞の金メダル、

副賞 1,000 万円を継続し、2025 年度は採択件数を 1 件とする。予算金額は 1,130 万

円とする。 
② 科学奨励金・研究助成 《添付資料 2》 

当財団の代表的公益目的事業である本奨励金事業では、2025 度の採択件数は 2024
年度から 5 件減らし、75 件とする。予算金額は 1 件あたり 300 万円で総額 2 億

2,500 万円である。 
③ 女性研究者研究助成金 《添付資料 3》 

2025 年度は今年度と同様に 20 件を採択する。予算金額は 1 件あたり 600 万円

（年間 200 万円を 3 年間）で過年度の継続分とあわせ総額 1 億 2,000 万円とす

る。 
④ 次世代育成支援研究助成金 《添付資料 4》 

基礎研究を担う次世代の人材育成を推進する研究助成活動として本助成金を展開す

る。2025 年度は 2024 年度と同件数の 10 件とし、予算金額は 1 件あたり 600 万円

（年間 200 万円を 3 年間）で過年度の継続分とあわせ総額 7,000 万円とする。 
⑤ 海外研究留学助成金 《添付資料 5》 

1 件あたり 700 万円で採択件数を 5 件とし、予算金額を 3,500 万円とする。 
⑥ 国際会議開催助成金 《添付資料 6》 
 2025 年度国際会議開催助成金は、2024 年度と同額の 1,000 万円の予算とする。 

⑦ 特定研究助成金 《添付資料 7》 
2026 年度に、開催を計画している第 55 回および第 56 回内藤コンファレンスの組

織委員への特定研究助成金、計 1,650 万円を計画する。 
⑧ 内藤コンファレンス 《添付資料 8》 

組織委員会を通して、企画の充実と成果の向上を追求する。2025 年度は、海外招

待講演者の渡航費用高騰を鑑み、2024 年度予算より 1,000 万円増額し、内藤コン

ファレンス開催関連費用として、講演事業費 9,000 万円を計画する。また数名の優

秀なポスター発表者を組織委員会にて審査・選考の上、内藤コンファレンス優秀ポ

スター賞を授与する。 
 

（２）事業番号（公２） 
① 資料収集展示事業 

内藤記念くすり博物館と連携し、展示等の充実をはかる。2025 年度は、通年の企

画展「本草学から植物学・創薬への広がり（案）」を計画し、予算は、諸物価の高

騰により 2024 年度予算より 30 万円増額の 430 万円とする。 



公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念科学振興賞

第 57 回（2025 年度）

内藤記念科学振興賞 推薦要領 

１．趣 旨

人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的領域において、進歩発展に顕著な功績のあっ

た研究者に対して褒賞を授与するものである。

２．候補者資格

１）人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究において、独創的テーマに取り組み、

進歩発展に顕著な功績を挙げた研究者。

２） 加えて、本賞受賞を契機にして、今後とも当該研究テーマの進展ならびに後進の育成に、 
大きな成果と発展を期待し得る研究者。

３）候補者は単独とするが、異なる研究グループによる共同研究の場合には、連名であって

も良い。

４）候補者の再度の推薦は差し支えない。

５）文化勲章受章者、文化功労者、学士院賞、学士院賞恩賜賞受賞者を対象としない。

６）推薦申請時点で当該年度を含め 1 件 1,000 万円以上の褒賞金を伴う褒賞を受賞した者は

対象としない。

７）当財団の理事、監事、評議員、選考委員を対象としない。

３．受賞者数 1 件以内 

４．褒賞内容 正賞：金メダル 副賞：1,000 万円

５．贈 呈 式 受賞者は 2026 年 3 月 18 日（水）に開催予定の贈呈式に出席いただく。 

６．推薦方法

１）当財団 HP にある振興賞の推薦方法ページ

（https://www.naito-f.or.jp/jp/prize/pr_index.php?data=apply）の手順に従い、推薦 Web
サイトより推薦すること。

２）推薦書には次項３）の要件を満たす方から推薦を受け、推薦者の公印（所属機関代表者

印）を押印すること。

尚、推薦者が当財団理事・監事ならびに評議員の場合は、私印とする。

《添付資料1》
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３）推薦者要件 
（１）当財団が指定した次の 32 学会の代表者 

             ※推薦資格を持つ者が本人自身を推薦することはできない。 
 

応用物理学会 日本生化学会 

高分子学会 日本生物工学会 

日本遺伝学会 日本生物物理学会 

日本ウイルス学会 日本生理学会 

日本栄養・食糧学会 日本動物学会 

日本解剖学会 日本農芸化学会 

日本化学会 日本バイオイメージング学会 

日本癌学会 日本発生生物学会 

日本ケミカルバイオロジー学会 日本ビタミン学会 

日本細菌学会 日本病理学会 

日本再生医療学会 日本物理学会 

日本細胞生物学会 日本分子生物学会 

日本獣医学会 日本分析化学会 

日本植物生理学会 日本免疫学会 

日本神経化学会 日本薬学会 

日本神経科学学会 日本薬理学会 

 
（２）当財団の理事・監事および評議員 

 
４）本褒賞への推薦件数は、1 推薦者につき 1 件とする。 

 
７．推薦締切日 2025 年 9 月 30 日（火）（電子手続きの完了期限）【厳守】 
 
８．選考方法 選考委員会で審査し、理事会で決定する。  

 
９．選考結果  2026 年 2 月上旬に候補者ならびに推薦者に通知する。 

 

10．推薦に際しての留意点 

① 推薦書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。 
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② 当財団は、受賞対象となった案件に関する情報(受賞者の氏名、所属、略歴、受賞対象と 

  なった研究テーマ、研究内容等)について、報道機関を通じ、広く公表するとともに、財 

  団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式招待状、式次第上に掲載し、公表する。 

 

11．そ の 他 

   当財団は推薦内容の秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七 

    号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や選考結果および贈呈式開催に関わる連絡 

    など当該褒賞に関する業務に限定して利用する。 

 

12．問い合わせ先 

  公益財団法人 内藤記念科学振興財団 

  〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

  TEL  03-3813-3861  
    FAX  03-3811-2917 
  E-mail joseikin@naito-f.or.jp 
    URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php 
 

以上 
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 内藤記念科学奨励金・研究助成 申請要領 
 

１．趣 旨  
人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究に対し、研究費の一部を補助するもので

ある。 
 
２．申請者資格 

１）人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究に独創的・先駆的に取り組んでいる

研究者（年齢制限は無い）。 
２）日本の研究機関に所属する研究者であること（ただし、国籍は問わない）。 
３）当財団の選考委員と同一の教室（講座）に所属する者は申請することができない。 
４）本助成金を受領した 3 年未満の研究者（2022～2024 年度の受領者）は申請することが

できない。 
５）営利を主目的とする研究機関に所属する研究者は申請することができない。 
６）海外で行う研究は対象外とする。 
７）次の助成金に申請中もしくは受領者であって最終報告書が未提出の場合、本助成金を申

請することができない。 
内藤記念科学奨励金・研究助成／内藤記念科学奨励金・若手ステップアップ研究助成／ 
内藤記念女性研究者研究助成金／内藤記念次世代育成支援研究助成金／ 
内藤記念海外研究留学助成金 

 
３．助 成 額 1 件 300 万円  
 
４．採択件数 75 件以上 
 
５．申請方法 

１）当財団 HP にある助成金の申請方法ページ 
（https://www.naito-f.or.jp/jp/joseikn/jo_index.php?data=apply）の手順に従い、申請

Web サイトより申請すること。 
 
２）申請書には次項３）の要件を満たす方の推薦を受け、推薦者の公印（所属機関役職印）

を押印すること。 
尚、推薦者が当財団理事・監事ならびに評議員の場合は、私印とする。 

 
 

《添付資料2》
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３）推薦者要件 
（１）申請者の所属先が「大学関係」の場合 

            ① 大学院：研究科長  
            ② 学 部：学部長 
            ③ 当財団の理事会が承認した附置研究所、研究センタ—：研究所長・センタ—長 
            ④ 大学病院：医学研究科長（又は医学部長） 
            ⑤ ①②③④以外の大学組織（研究施設等）：学長 

  ※ただし、⑤において学長推薦による申請者がいない場合は、①②③④に 

   所属する申請者の学長推薦を可とする。 

 
（注意事項） 
・推薦者は原則、申請者と同一部局とする。 
・同一専攻の研究科（大学院）と学部（大学）の両方から別々に推薦はできない。 
 必ずどちらか一方の推薦者から 1 名に限定して推薦すること。 
（例：医学系の場合、医学部長又は医学研究科長のいずれか一方） 

      ・施設長、病院長は推薦者として対象外とする。 
      ・自らの申請案件に対して、本人が推薦者となることはできない。 

 
（２）申請者の所属先が「大学以外の研究機関」の場合 

    当財団の理事会が承認した自然科学の基礎研究機関の代表責任者。 
       ※不明の場合は財団事務局まで問い合わせること。 

 
（３）当財団の理事・監事および評議員 

 
４）本助成金への推薦件数は、1 推薦者につき 1 件とする。 

 
６．申請締切日 2025 年 5 月 30 日（金）（電子申請の完了期限）【厳守】 
 
７．選考方法 選考委員会で審査し、理事会で決定する。  

 
８．採否の結果 2025 年 10 月上旬に申請者ならびに事務担当者に通知する。 
        尚、加えて、推薦者に通知が必要な場合は、申請書作成時に申請サイト上で 
        通知先を選択し、申請すること。申請完了後の通知先の追加は受け付けない。 
 
９．送金時期  2025 年 12 月 
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10．助成金の使途について 
① 本助成金は研究者に対する直接的な研究助成であり、助成金の使途は、採択された研究テ

ーマの研究に直接要する物品の購入費用ならびにその他、当該研究の遂行に必要な費用

とする。 
② 人件費に使用する場合は、研究のために雇用する研究員等の費用、研究のために人材派遣

を受ける費用が対象となる。申請者および共同研究者の人件費や生活費は対象外とする。 
③ 飲食費、接待交際費には使用できない。 
④ 採択決定通知受領後に発生した費用に充当するものとする。 
⑤ 申請書に記載した使途を変更する場合は、事前に財団事務局へ所定様式による届出を提

出し承認を得る。 
 

11．助成金の使用期限について 
  研究報告書ならびに使途報告書の提出締切日である 2027 年 9 月末日までに使用する。使用 

期限時に未使用額がある場合は、財団へ返還する。 
 
12．助成金の返還について 

受領者が①~④に該当した場合は、原則、助成金の支給決定の取り消し又は返還を求める。 
又、③~④の場合、以後、当財団の全ての助成金の申請が受けられない。 

   ① 受領者が本研究助成金支給対象である研究テーマの研究が中止（長期中断）又は継続不可 
             となった場合。 

 ② 正当な理由なくして研究報告書ならびに使途報告書を期限までに提出がなかった場合。 
 ③ 当該助成金の申請書に記載された研究テーマにおける不正があった場合や助成金の不適 
     切な使用が明らかとなった場合。 
 ④ その他研究助成金受領者としてふさわしくない行為があった場合、又は当財団として許 
     容できない特別な状況が認められた場合。 

 
13．報告の義務  

① 本助成金の研究報告書ならびに使途報告書は、2027 年 9 月末日までに所定様式にて報告 
   すること。 
② 本研究に関して外部発表する場合は、当財団（英文：The Naito Foundation）の助成に 
   よるものであることを明記し、外部発表の PDF を電子メールに添付のうえ、財団宛てに 
   送付すること。 
③ 申請書の記載内容に変更が生じた場合は、所定様式による届出を電子メールに添付のう 
   え、速やかに財団宛てに提出すること。 
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14．申請に際しての留意点 

① 本申請研究の実施・成果発表に際しては、各種関連法規およびガイドラインを遵守する。 

② 申請書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。 

③ 当財団は、採択した案件に関する情報（氏名、所属、助成対象となった研究テーマ、助成 

   額等）を財団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式式次第上に掲載し公表する。 

 ④ 研究成果に関する知的財産権は申請者に帰属する。当財団はその権利を主張しない。 

 

15．そ の 他 

① 当財団は申請内容の秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五 

 十七号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や助成採否の連絡など当該助成に 

 関する業務に限定して利用する。 

② 受領者には 2026 年 2 月上旬に 2026 年 3 月 18 日（水）開催予定の贈呈式の招待状を送 

  付する。 

 

16．問い合わせ先 

  公益財団法人 内藤記念科学振興財団 

  〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

  TEL  03-3813-3861  
    FAX  03-3811-2917 
  E-mail joseikin@naito-f.or.jp 
    URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php 
 

以上 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念女性研究者研究助成金 

 

 

第 20 回（2025 年度） 

 内藤記念女性研究者研究助成金 申請要領 
 

１．趣 旨  
人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究を行う女性研究者に対して、出産・育児

によって研究が中断した際の研究現場への復帰と研究業績を挙げることを支援する目的で、

研究に必要な費用を補助するものである。 
 

２．申請者資格 
１）自然科学の基礎的研究に独創的・先駆的に取り組んでいる一定以上の研究実績をあげた

博士号を持つ女性研究者。 
２）日本の研究機関に所属する研究者であること（ただし、国籍は問わない）。 
３）出産日から申請締切日までが 61 ヵ月未満の女性研究者。ただし、今後復帰する場合は、 

復帰場所が明確になっており、復帰日が 2025 年 12 月末日以前かつ、出産日から復帰日 
まで 61 ヵ月未満であること。 

４）当財団以外から申請年度を含む助成期間（2025～2027 年度）に、同一研究課題による

同様（同類）の研究助成金を受けることはできない。 
５）営利を主目的とする研究機関に所属する研究者は申請することができない。 
６）当財団の選考委員と同一の教室（講座）に所属する者は申請することができない。 
７）海外で行う研究は対象外とする。 
８）次の助成金に申請中もしくは受領者であって最終報告書が未提出の場合、本助成金を申

請することができない。 
内藤記念科学奨励金・研究助成／内藤記念科学奨励金・若手ステップアップ研究助成／ 
内藤記念女性研究者研究助成金／内藤記念次世代育成支援研究助成金／ 
内藤記念海外研究留学助成金 

 
３．助 成 額 1 件 年間 200 万円を 3 年間（総額 600 万円）  

注）3 年目の助成金の交付については、2027 年 9 月末日までに 1 年目・2 年目分

の研究報告書ならびに使途報告書が提出済みであること。 
 

４．採択件数 10 件以上 
 
５．申請方法 

１）当財団 HP にある助成金の申請方法ページ 
（https://www.naito-f.or.jp/jp/joseikn/jo_index.php?data=apply）の手順に従い、申請  

Web サイトより申請すること。 
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公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念女性研究者研究助成金 

 

 

２）出産・育児の事由を証明する書類を当財団宛てに簡易書留にて送付すること。（申請締切

日までに当財団必着） 

（例）申請者と子の氏名ならびに子の生年月日が記載されている書類として、母子手帳

（写）、出生証明書（写）、住民票（原本）、戸籍謄本（抄本）（原本）等のいずれか

でマイナンバーの記載がないもの。 

    ※出産・育児を証明する書類については、秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律

（平成十五年法律第五十七号）をはじめとする各種関連法規に従い、当財団事務局内

で申請者資格ならびに助成金の振込口座名義の確認のみに使用する。 
 
３）申請書には次項４）の要件を満たす方の推薦を受け、推薦者の公印（所属機関役職印）

を押印すること。 
尚、推薦者が当財団の理事・監事および評議員の場合は、私印とする。 

 
４）推薦者要件 

（１）申請者の所属先が「大学関係」の場合 
      ① 大学院：研究科長  
      ② 学 部：学部長 
      ③ 当財団の理事会が承認した附置研究所、研究センタ—：研究所長・センタ—長 
      ④ 大学病院：医学研究科長（又は医学部長） 
      ⑤ ①②③④以外の大学組織（研究施設等）：学長 

  ※ただし、⑤において学長推薦による申請者がいない場合は、①②③④に   

     所属する申請者の学長推薦を可とする。 

（注意事項） 
 ・推薦者は原則、申請者と同一部局とする。 
 ・同一専攻の研究科（大学院）と学部（大学）の両方から別々に推薦はできない。 

必ずどちらか一方の推薦者から 1 名に限定して推薦すること。 
（例：医学系の場合、医学部長又は医学研究科長のいずれか一方） 

  ・施設長、病院長は推薦者として対象外とする。 
  ・自らの申請案件に対して、本人が推薦者となることはできない。 

 

（２）申請者の所属先が「大学以外の研究機関」の場合 
   当財団の理事会が承認した自然科学の基礎研究機関の代表責任者。   
   ※不明の場合は財団事務局まで問い合わせること。 

 

（３）当財団の理事・監事および評議員 
 

５）本助成金への推薦件数は、1 推薦者につき 1 件とする。 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念女性研究者研究助成金 

 

 

６．申請締切日 2025 年 5 月 30 日（金）（電子申請の完了期限）【厳守】 
 
７．選考方法 選考委員会で審査し、理事会で決定する。  

 
８．採否の結果 2025 年 10 月上旬に申請者ならびに事務担当者に通知する。 
        尚、加えて、推薦者に通知が必要な場合は、申請書作成時に申請サイト上で 
        通知先を選択し、申請すること。申請完了後の通知先の追加は受け付けない。 
 
９．送金時期  1 年目：2025 年 12 月  
        2 年目：2026 年 12 月 
        3 年目：2027 年 12 月 
 

10．助成金の使途について 
① 本助成金は研究者に対する直接的な研究助成であり、助成金の使途は、採択された研究テ

ーマの研究に直接要する物品の購入費用ならびにその他、当該研究の遂行に必要な費用

とする。 
② 人件費に使用する場合は、研究のために雇用する研究員等の費用、研究のために人材派遣

を受ける費用が対象となる。申請者および共同研究者の人件費や生活費は対象外とする。 
③ 飲食費、接待交際費には使用できない。 
④ 採択決定通知受領後に発生した費用に充当するものとする。 
⑤ 申請書に記載した使途を変更する場合は、事前に財団事務局へ所定様式による届出を提

出し承認を得る。 
 

11．助成金の使用期限について 
  3 年目の研究報告書ならびに使途報告書の提出締切日である 2029 年 9 月末日までに使用す

る。使用期限時に未使用額がある場合は、財団へ返還する。 
 
12．助成金の返還について 

受領者が以下に該当した場合は、原則、助成金の支給決定の取り消し又は返還を求める。 
又、以下③~④の場合、以後、当財団の全ての助成金の申請が受けられない。 
① 受領者が本研究助成金支給対象である研究テーマの研究が中止（長期中断）又は継続不可 
  となった場合。 
② 正当な理由なくして研究報告書ならびに使途報告書を期限までに提出がなかった場合。 
③ 当該助成金の申請書に記載された研究テーマにおける不正があった場合や助成金の不適 
   切な使用が明らかとなった場合。 
 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念女性研究者研究助成金 

 

 

  ④ その他研究助成金受領者としてふさわしくない行為があった場合、又は当財団として許 
       容できない特別な状況が認められた場合。 

 
13．報告の義務  
    ① 本助成金の研究報告書および使途報告書は、以下の日程で所定様式にて報告すること。 
       1・2 年目分：2027 年 9 月末日まで 
      3 年 目 分：2029 年 9 月末日まで 
  ② 本研究に関して外部発表する場合は、当財団（英文：The Naito Foundation）の助成に 

  よるものであることを明記し、外部発表の PDF を電子メールに添付のうえ、財団宛てに 
  送付すること。 

  ③ 申請書記載内容に変更が生じた場合は、所定様式による届出を電子メールに添付のうえ、 
    速やかに財団宛てに提出すること。 

 
14．申請に際しての留意点 

    ① 本申請研究の実施・成果発表に際しては、各種関連法規およびガイドラインを遵守する。 

    ② 申請書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。 

    ③ 当財団は、採択した案件に関する情報（氏名、所属、助成対象となった研究テーマ、助成 

       額等）を財団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式式次第上に掲載し公表する。 

④ 研究成果に関する知的財産権は申請者に帰属する。当財団はその権利を主張しない。 

 

15．そ の 他 

① 当財団は申請内容の秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五 

   十七号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や助成採否の連絡など当該助成に 

   関する業務に限定して利用する。 

② 受領者には 2026 年 2 月上旬に 2026 年 3 月 18 日（水）開催予定の贈呈式の招待状を送 

  付する。 

 

16．問い合わせ先 

  公益財団法人 内藤記念科学振興財団 

  〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

  TEL  03-3813-3861  
    FAX  03-3811-2917 
  E-mail joseikin@naito-f.or.jp 

    URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php                以上 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念次世代育成支援研究助成金 

 

 

第 10 回（2025 年度） 

 内藤記念次世代育成支援研究助成金 申請要領 
 

１．趣 旨  
人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究に対し、次世代の研究者育成に資するた

め、将来有望な研究者に研究費の一部を継続的に補助するものである。 
 

２．申請者資格 
１）人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究に独創的・先駆的に取り組んでいる

研究者で、かつ申請締切日時点で博士号取得 11 年未満の研究者であること。ただし、

博士号取得 11 年以上であっても、出産・育児、本人の疾病あるいは 1 親等以内の家族

の看護・介護により研究を中断した休業期間が含まれている場合は、当該休業期間を除

いた期間が 11 年未満であること。その場合は、次項５－２）に記載の証明書を提出す

ること。 
２）申請時点で申請年度を含む今後 3 年間（2025～2027 年度）に、公開情報のある公的・

民間からの競争的資金総額 1,000 万円以上の取得が決定している者は、申請することが

できない。 
３）日本の研究機関に所属する研究者であること（ただし、国籍は問わない）。 
４）営利を主目的とする研究機関に所属する研究者は申請することができない。 
５）当財団の選考委員と同一の教室（講座）に所属する者は申請することができない。 
６）海外で行う研究は対象外とする。 
７）次の助成金に申請中もしくは受領者であって最終報告書が未提出の場合、本助成金を申

請することができない。 
内藤記念科学奨励金・研究助成／内藤記念科学奨励金・若手ステップアップ研究助成／ 
内藤記念女性研究者研究助成金／内藤記念次世代育成支援研究助成金／ 
内藤記念海外研究留学助成金 

 
３．助 成 額 1 件 年間 200 万円を 3 年間（総額 600 万円）  

注）3 年目の助成金の交付については、2027 年 9 月末日までに 1 年目・2 年目分 
   の研究報告書ならびに使途報告書が提出済みであること。 
 

４．採択件数 10 件以上 
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公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念次世代育成支援研究助成金 

 

 

５．申請方法 
１）当財団 HP にある助成金の申請方法ページ 

（https://www.naito-f.or.jp/jp/joseikn/jo_index.php?data=apply）の手順に従い、申請

Web サイトより申請すること。 
 

２）出産・育児、本人の疾病、1 親等以内の家族の看護・介護による休業期間を加味して申

請者資格を満たしている者は、所属機関が発行する休業期間を証明する書類を当財団宛

てに簡易書留にて送付すること（申請締切日までに当財団必着）。 
 
３）申請書には次項４）の要件を満たす方の推薦を受け、推薦者の公印（所属機関役職印）

を押印すること。 
尚、推薦者が当財団の理事・監事および評議員の場合は、私印とする。 
 

４）推薦者要件 
  （１）申請者の所属先が「大学関係」の場合 
          ① 大学院：研究科長  
          ② 学 部：学部長 
          ③ 当財団の理事会が承認した附置研究所、研究センタ—：研究所長・センタ—長 
          ④ 大学病院：医学研究科長（又は医学部長） 
          ⑤ ①②③④以外の大学組織（研究施設等）：学長 

 ※ただし、⑤において学長推薦による申請者がいない場合は、①②③④ 

    に所属する申請者の学長推薦を可とする。 
 

（注意事項） 
・推薦者は原則、申請者と同一部局とする。 
・同一専攻の研究科（大学院）と学部（大学）の両方から別々に推薦はできない。 
 必ずどちらか一方の推薦者から 1 名に限定して推薦すること。 
 （例：医学系の場合、医学部長又は医学研究科長のいずれか一方） 
・施設長、病院長は推薦者として対象外とする。 
・自らの申請案件に対して、本人が推薦者となることはできない。 

 
（２）申請者の所属先が「大学以外の研究機関」の場合 
   当財団の理事会が承認した自然科学の基礎研究機関の代表責任者。 
   ※不明の場合は財団事務局まで問い合わせること。 

 
（３）当財団の理事・監事および評議員  

 
５）本助成金への推薦件数は、1 推薦者につき 1 件とする。 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念次世代育成支援研究助成金 

 

 

６．申請締切日 2025 年 9 月 30 日（火）（電子申請の完了期限）【厳守】 
 
７．選考方法 選考委員会で審査し、理事会で決定する。  

 
８．採否の結果 2026 年 2 月上旬に申請者ならびに事務担当者に通知する。 
                尚、加えて、推薦者に通知が必要な場合は、申請書作成時に申請サイト上で 
        通知先を選択し、申請すること。申請完了後の通知先の追加は受け付けない。 
 
９．送金時期  1 年目：2026 年 3 月  
        2 年目：2026 年 12 月 
        3 年目：2027 年 12 月 
 
10．助成金の使途について 

① 本助成金は研究者に対する直接的な研究助成であり、助成金の使途は、採択された研究テ

ーマの研究に直接要する物品の購入費用ならびにその他、当該研究の遂行に必要な費用

とする。 
② 人件費に使用する場合は、研究のために雇用する研究員等の費用、研究のために人材派遣

を受ける費用が対象となる。申請者および共同研究者の人件費や生活費は対象外とする。 
③ 飲食費、接待交際費には使用できない。 
④ 採択決定通知受領後に発生した費用に充当するものとする。 
⑤ 申請書に記載した使途を変更する場合は、事前に財団事務局へ所定様式による届出を提

出し承認を得る。 
 

11．助成金の使用期限について 
  3 年目の研究報告書ならびに使途報告書の提出締切日である 2029 年 9 月末日までに使用す

る。使用期限時に未使用額がある場合は、財団へ返還する。 
 
12．助成金の返還について 

受領者が以下に該当した場合は、原則、助成金の支給決定の取り消し又は返還を求める。 
又、以下③~④の場合、以後、当財団の全ての助成金の申請が受けられない。 
① 受領者が本研究助成金支給対象である研究テーマの研究が中止（長期中断）又は継続不可

となった場合。 
② 正当な理由なくして研究報告書ならびに使途報告書を期限までに提出がなかった場合。 
③ 当該助成金の申請書に記載された研究テーマにおける不正があった場合や助成金の不適

切な使用が明らかとなった場合。 
 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念次世代育成支援研究助成金 

 

 

④ その他研究助成金受領者としてふさわしくない行為があった場合、又は当財団として許

容できない特別な状況が認められた場合。 
 

13．報告の義務  
① 本助成金の研究報告書および使途報告書は、以下の日程で所定様式にて報告すること。 

 1・2 年目分：2027 年 9 月末日まで 
 3 年 目 分：2029 年 9 月末日まで 

② 本研究に関して外部発表する場合は、当財団（英文：The Naito Foundation）の助成に 
  よるものであることを明記し、外部発表の PDF を電子メールに添付のうえ、財団宛てに 
   送付すること。 
③ 申請書記載内容に変更が生じた場合は、所定様式による届出を電子メールに添付のうえ、 
   速やかに財団宛てに提出すること。 

 
14．申請に際しての留意点 

① 本申請研究の実施・成果発表に際しては、各種関連法規およびガイドラインを遵守する。 

② 申請書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。 

③ 当財団は、採択した案件に関する情報（氏名、所属、助成対象となった研究テーマ、助成 

   額等）を財団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式式次第上に掲載し公表する。 

④ 研究成果に関する知的財産権は申請者に帰属する。当財団はその権利を主張しない。 

 

15．そ の 他 

    ① 当財団は申請内容の秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十 

       七号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や助成採否の連絡など当該助成に関す 

       る業務に限定して利用する。 

    ② 受領者には 2026 年 2 月上旬に 2026 年 3 月 18 日（水）開催予定の贈呈式の招待状を送 

       付する。 

 

16．問い合わせ先 

  公益財団法人 内藤記念科学振興財団 

  〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

  TEL  03-3813-3861  
    FAX  03-3811-2917 
  E-mail joseikin@naito-f.or.jp    

    URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php                  以上 

mailto:joseikin@naito-f.or.jp


 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念海外研究留学助成金 

 

 

第 42 回（2025 年度） 

 内藤記念海外研究留学助成金 申請要領 
 

１．趣 旨  
我が国の自然科学の将来を担う国際的視野に富む研究者を育成することを目的とし、人類の

健康の増進に寄与する自然科学の基礎的研究を行うために、若手研究者が海外の大学等研究

機関に長期間留学する際の渡航費、留学に伴う経費ならびに研究費を補助するものである。 
 
２．申請者資格 

１）博士号を持つか、出発日までに取得見込みの研究者で、日本の研究機関に所属する者。 
（出発日までに博士号取得見込みの大学院生は対象とする）。 

２）学生として海外の大学・大学院への留学は対象外とする。 
３）申請締切日時点で、博士号を取得して 8 年未満であり、かつ 1985 年 4 月 1 日以降に出

生の者。ただし、博士号取得 8 年以上であっても、出産・育児、本人の疾病あるいは 1
親等以内の家族の看護・介護により研究を中断した休業期間が含まれている場合は、当

該休業期間を除いた期間が 8 年未満であること。その場合は、次項５－３）に記載の証

明書を提出すること。 
４）留学先研究機関の責任者又は受入研究室の責任者の承諾を得ている者。 

留学先からの受入承諾書（※詳細は次項５－２）を必ず確認すること。）を PDF 化し、

申請 Web サイトにアップロードすること。 
５）2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日の間に日本国内より出発し 1 年以上留学する者。 

留学先から一時帰国し、再度上記の期間に出発する者は対象にならない。 
６）営利団体や企業の研究機関に所属している研究者、営利目的の民間研究所等への留学は

対象外とする。 
７）留学に際し、他機関から総額 200 万円以上の留学助成金あるいはフェローシップを受領

する者は重複して受領することはできない。 
ただし、申請時の所属先から留学中に継続して受ける給与や留学受入先にて支給を受け

る給与、奨学金や研究費は重複の対象に含まない。 
８）次の助成金に申請中もしくは受領者であって最終報告書が未提出の場合、本助成金を申

請することができない。 
内藤記念科学奨励金・研究助成／内藤記念科学奨励金・若手ステップアップ研究助成／ 
内藤記念女性研究者研究助成金／内藤記念次世代育成支援研究助成金／ 
内藤記念海外研究留学助成金 

  ※ 尚、本助成金は、当財団の選考委員と同一の教室（講座）に所属する者であっても、申

請することができる。 
 

《添付資料5》
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３．助 成 額 1 件 700 万円  
 
４．採択件数 5 件以上 
 
５．申請方法 

１）当財団 HP にある助成金の申請方法ページ 
 （https://www.naito-f.or.jp/jp/joseikn/jo_index.php?data=apply）の手順に従い、申請

Web サイトより申請すること。 
 
２）添付資料として、次の①~⑤の必須項目が記載された留学先からの受入承諾書（受入先

機関のレターヘッド付き）を PDF 化し、申請書とともに申請 Web サイトへアップロー 
   ドすること。（必須） 

E-mail の文書や必須項目の記載に不備がある場合は、申請を受理できない。  
 ① 研究テーマ 
 ② 留学受入年月日 
 ③ 留学期間 
  ④ 留学先からの給与支給の有無 
 ⑤ 受入先責任者のサイン 

 
３）出産・育児、本人の疾病、1 親等以内の家族の看護・介護による休業期間を加味して申

請者資格を満たしている者は、所属機関が発行する休業期間を証明する書類を当財団宛

てに簡易書留にて送付すること。（申請締切日までに当財団必着） 
 

４）申請書には次項５）の要件を満たす方の推薦を受け、推薦者の公印（所属機関役職印）

を押印すること。 
尚、推薦者が当財団の理事・監事・評議員の場合は、私印とする。 

 
５）推薦者要件 
 （１）申請者の所属先が「大学関係」の場合 

   ① 大学院：研究科長  
② 学 部：学部長 
③ 当財団の理事会が承認した附置研究所、研究センタ—：研究所長・センタ—長 
④ 大学病院：医学研究科長（又は医学部長） 
⑤ ①②③④以外の大学組織（研究施設等）：学長 

   ※ただし、⑤において学長推薦による申請者がいない場合は、①②③④に  

      所属する申請者の学長推薦を可とする。 
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（注意事項） 
・推薦者は原則、申請者と同一部局とする。 
・同一専攻の研究科（大学院）と学部（大学）の両方から別々に推薦はできない。   
  必ずどちらか一方の推薦者から 1 名に限定して推薦すること。 
 （例：医学系の場合、医学部長又は医学研究科長のいずれか一方） 
・施設長、病院長は推薦者として対象外とする。 
・自らの申請案件に対して、本人が推薦者となることはできない。 

 
（２）申請者の所属先が「大学以外の研究機関」の場合  
      当財団の理事会が承認した自然科学の基礎研究機関の代表責任者。 
      ※不明の場合は財団事務局まで問い合わせること。 

 
（３）当財団の理事・監事および評議員 

 
６）本助成金への推薦件数は、1 推薦者につき 1 件とする。 

 
６．申請締切日 2025 年 9 月 30 日（火）（電子申請の完了期限）【厳守】 
 
７．選考方法 選考委員会で審査し、理事会で決定する。  

 
８．採否の結果 2026 年 2 月上旬に申請者ならびに事務担当者に通知する。 

内定者には 2025 年 12 月にメールで通知のうえ、上記にて正式通知とする。 
                尚、加えて、推薦者に正式通知が必要な場合は、申請書作成時に申請サイト上 
        で通知先を選択し、申請すること。申請完了後の通知先の追加は受け付けない。 
 
９．送金時期  2026 年 3 月 
 

10．助成金の使途について 
 本助成金に採択された海外の大学等研究機関に長期間留学する際の渡航費、留学に伴う経費

ならびに研究費とする。 
 

11．助成金の使用期限について 
  申請書に記載の留学期間終了日から 1 ヵ月以内とする。申請書に記載の留学期間終了日から 

1 ヵ月を経過した時点で未使用額がある場合は、速やかに財団へ返還する。 
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12．助成金の返還について 
受領者が次に該当した場合は、原則、助成金の支給決定の取り消し又は返還を求める。 
又、次の④~⑤の場合、以後、当財団の全ての助成金の申請が受けられない。 
① 受領者が本研究助成金支給対象である留学が中止（長期中断）又は継続不可となった場合。 

   ② 申請書に記載の留学期間中に留学受入先研究者が変更になる場合。 
  ただし、事前に財団へ指定様式の届け出により、変更を認める場合がある。 
③ 正当な理由なくして研究報告書ならびに使途報告書を期限までに提出がなかった場合。 

 ④ 当該助成金の申請書に記載された研究テーマにおける不正があった場合や助成金の不適

切な使用が明らかとなった場合。 
 ⑤ その他研究助成金受領者としてふさわしくない行為があった場合、又は当財団として許

容できない特別な状況が認められた場合。 
 

13．報告の義務  
① 留学への出立日前に、指定様式の「出立届」ならびに「学位取得報告」（申請時、博士号 
   取得見込みであった場合）を当財団へ提出すること。 
② 申請書記載内容に変更が生じた場合は、所定様式による届出を電子メールに添付のうえ、 
   速やかに財団宛てに提出すること。（例：留学期間の変更、留学先の居宅や連絡先メール 
   アドレスの変更等） 
   尚、申請書に記載の留学期間中に本助成金に採択された留学先が変更になる場合は、原 
   則、助成金の返還となるため、速やかに財団へ連絡すること。 
③ 本助成金の帰国・在留届、研究報告書および使途報告書は、申請書に記載の留学期間終了 
   日から 1 ヵ月以内に所定様式にて報告すること。尚、研究内容を当財団へ報告すること 
  について、事前に留学先から了解を得ておくこと。 
④ 本研究に関して外部発表する場合は、当財団（英文：The Naito Foundation）の助成に 
   よるものであることを明記し、外部発表の PDF を電子メールに添付のうえ、財団宛てに 
   送付すること。 

 
14．申請に際しての留意点 

① 本申請研究の実施・成果発表に際しては、各種関連法規およびガイドラインを遵守する。 

 ② 申請書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。 

③ 当財団は、採択した案件に関する情報（氏名、所属、助成対象となった研究テーマ、助成

額等）を財団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式式次第上に掲載し公表する。 

④ 研究成果に関する知的財産権は申請者もしくは留学先研究者に帰属する。当財団はその 

   権利を主張しない。 
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15．その他 

① 当財団は申請内容の秘密を厳守し個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十 

   七号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や助成採否の連絡など当該助成に関す 

   る業務に限定して利用する。 

② 受領者には 2026 年 2 月上旬に 2026 年 3 月 18 日（水）開催予定の贈呈式の招待状を送

付する。 

 

16．問い合わせ先 

   公益財団法人 内藤記念科学振興財団 

  〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

  TEL  03-3813-3861  
   FAX  03-3811-2917 
  E-mail joseikin@naito-f.or.jp 
   URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php 

 

以上 
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第 2 回（2025 年度） 

 内藤記念国際会議開催助成金 申請要領 
 

１．趣 旨  
自然科学の基礎的研究に関する国内で開催される国際会議のうち、新しい研究分野や挑戦的

課題に取り組む比較的規模が小さい国際会議の開催に対し、費用を補助するものである。 
 

２．申請者資格 
１）国内で開催する自然科学の基礎的研究に関する本国際会議の開催責任者（主催者）であ

ること。 
２）日本の研究機関に所属する研究者であること。 
３）本国際会議は、参加者総数が 50 名以上 500 名以下で、かつ参加国が日本を含む 2 ヵ国

以上であること。 
４）本国際会議の開始日が以下の期間内であること。 

申請区分 本国際会議の開催期間の開始日 

前期 2026 年 1 月 1 日～2026 年 6 月 30 日 

後期 2026 年 7 月 1 日～2026 年 12 月 31 日 
 

５）本助成金における国際会議は、上位の大規模な国際会議下で開催されるシンポジウム、

講演会、セミナー等を含むものとする。 
６）同一の開催責任者による申請は、同一申請年度で 1 件までとする。 
７）当財団の理事・監事・評議員および選考委員による申請はできない。 

 
３．助 成 額 1 件 上限 50 万円 
 
４．採択件数  年間予算内 
 
５．申請方法 

１）当財団 HP にある助成金の申請方法ページ 
 （https://www.naito-f.or.jp/jp/joseikn/jo_index.php?data=apply）の手順に従い、申請 

Web サイトより申請すること。 
２）開催趣意書（収支予算書を含む）ならびにプログラム・アブストラクト、会議の概要・

規模が分かる資料を申請 Web サイトにアップロードすること。 
３）申請書には次項５）の要件を満たす方の推薦を受け、推薦者の公印（所属機関役職印）

を押印すること。 
尚、推薦者が当財団の理事・監事・評議員の場合は、私印とする。 

《添付資料6》
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４）本助成金への推薦件数  
1 推薦者につき前後期各 1 件 
 

５）推薦者要件 
（１）申請者の所属先が「大学関係」の場合 

 ① 大学院：研究科長  
 ② 学 部：学部長 
 ③ 当財団の理事会が承認した附置研究所、研究センタ—：研究所長・センタ—長 
 ④ 大学病院：医学研究科長（又は医学部長） 
 ⑤ ①②③④以外の大学組織（研究施設等）：学長 
  ※ただし、⑤において学長推薦による申請者がいない場合は、①②③④に所属 
     する申請者の学長推薦を可とする。 

 
  （注意事項） 
   ・同一専攻の研究科（大学院）と学部（大学）の両方から別々に推薦はできない。 

 必ずどちらか一方の推薦者から１名に限定して推薦すること。 
 （例：医学系の場合、医学部長又は医学研究科長のいずれか一方） 

   ・施設長、病院長は推薦者として対象外とする。 
       ・自らの申請案件に対して、本人が推薦者となることはできない。 

 
（２）申請者の所属先が「大学以外の研究機関」の場合 

当財団の理事会が承認した自然科学の基礎研究機関の代表責任者。 
※不明の場合は当財団事務局まで問い合わせること。 

 
（３）当財団が指定した以下の 32 学会の代表者 
 

応用物理学会 日本生化学会 
高分子学会 日本生物工学会 
日本遺伝学会 日本生物物理学会 
日本ウイルス学会 日本生理学会 
日本栄養・食糧学会 日本動物学会 
日本解剖学会 日本農芸化学会 
日本化学会 日本バイオイメージング学会 
日本癌学会 日本発生生物学会 
日本ケミカルバイオロジー学会 日本ビタミン学会 
日本細菌学会 日本病理学会 
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日本再生医療学会 日本物理学会 
日本細胞生物学会 日本分子生物学会 
日本獣医学会 日本分析化学会 
日本植物生理学会 日本免疫学会 
日本神経化学会 日本薬学会 
日本神経科学学会 日本薬理学会 

 
（４）当財団の理事・監事および評議員 

 
６．申請締切日（電子申請の完了期限）【厳守】 
                前期：2025 年 5 月 30 日（金） 
                後期：2025 年 9 月 30 日（火） 

 
７．選考方法 選考委員会にて審査し、理事会で決定する。  

 
８．採否の結果 以下の日程で申請者ならびに事務担当者に通知する。 
        尚、加えて、推薦者に通知が必要な場合は、申請書作成時に申請サイト上で 
        通知先を選択し、申請すること。申請完了後の通知先の追加は受け付けない。 

前期：2025 年 10 月上旬 
        後期：2026 年 2 月上旬 
 
９．送金時期  前期：2025 年 12 月 
        後期：2026 年 3 月 
 
10．助成金の使途について 

本助成金に採択された国際会議を開催するための費用とする。ただし、懇談会等の開催費用

や飲食代は対象外とする。 
 

11．助成金の使用期限について 
  当該国際会議の開催期間終了日から 1 ヵ月以内とする。本助成金対象の会議終了後に未使 
  用額がある場合は、速やかに財団へ返還する。 

 
12．助成金の返還について 

受領者が以下に該当した場合は、助成金の支給決定の取り消し又は助成金全額の返還を求め

る。 
又、以下③の場合、以後、当財団の全ての助成金の申請が受けられない。 
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   ① 当該国際会議が中止になった場合。尚、やむを得ず開催期間を延期する際は、事前に指定 
       様式にて当財団へ届出を提出し、承認された場合はこれに当たらない。 
 ② 正当な理由なくして、期日までに会議開催報告書ならびに使途報告書の提出がなかった

場合。 
 ③ 当該助成金の申請書に記載された内容に不正があった場合や助成金の不適切な使用が明

らかとなった場合。 
 

13．報告の義務  
    ① 会議開催報告書、使途報告書ならびにプログラム等は、当該国際会議終了後、1 ヵ月以内 
    に所定様式にて報告すること。 
    ② 当該国際会議のプログラム等に当財団（英文：The Naito Foundation）の助成によるも 
       のであることを明記すること。 

 
14．申請に際しての留意点 

① 申請書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。 

② 当財団は、採択した案件に関する情報（申請者の氏名、所属、助成対象となった国際会議 

  名、助成額等）を財団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式式次第上に掲載し公表 

   する場合がある。 

 

15．その他 

 当財団は申請内容の秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七

号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や助成採否の連絡など当該助成に関する業

務に限定して利用する。 

 

16．問い合わせ先 

  公益財団法人 内藤記念科学振興財団 

  〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

  TEL  03-3813-3861  
  FAX  03-3811-2917 
  E-mail joseikin@naito-f.or.jp 
    URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php 
 

以上 



 
公益財団法人内藤記念科学振興財団 内藤記念特定研究助成金 

 

 

第 54 回（2025 年度） 

 内藤記念特定研究助成金 申請要領 
 

１．趣 旨  
人類の健康の増進に寄与する自然科学の基礎的領域において、先導的なテーマに取り組む研

究に対し、研究費の一部を補助するものである。 
 
２．申請者資格 

１）2026 年度開催予定の次の内藤コンファレンス組織委員に就任予定の研究者。 
回 次 第 55 回内藤コンファレンス 第 56 回内藤コンファレンス 

テーマ 分子変換科学が切り拓く生命化学 
免疫・代謝制御： 

疾患の超早期診断、治療に向けて 

開催月 2026 年 7 月 2026 年 10 月 

開催地 シャトレーゼガトーキングダムサッポロ（北海道札幌市）（予定） 

２）日本の研究機関に所属する研究者であること（ただし、国籍は問わない）。 
３）海外で行う研究は対象外とする。 
４）営利を主目的とする研究機関に所属する研究者は申請することができない。 
５）2025 年度に財団の理事・監事・評議員・選考委員に選任された場合は申請できない。 

 
３．助 成 額 組織委員長 1 件 300 万円 
       組織委員  1 件 150 万円  
 
４．採択件数 理事会で承認した件数 
 
５．申請方法 

１）当財団 HP にある助成金の申請方法ページ 
（https://www.naito-f.or.jp/jp/joseikn/jo_index.php?data=apply）の手順に従い、申請

Web サイトより申請すること。 

２）申請書には次項３）の要件を満たす方の推薦を受け、推薦者の私印を押印すること。 

３）推薦者要件 
理事会で指名された内藤コンファレンス各回の顧問。 

 

４）本助成金への推薦件数は、1 推薦者につき各回の内藤コンファレンスの組織委員長と組
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織委員の数を上限とする。 

６．申請締切日 2025 年 4 月 18 日（金）（電子申請の完了期限）【厳守】 
 
７．選考方法 理事会で審議し、決定する。  
 
８．採否の結果 2025 年 6 月上旬に申請者ならびに推薦者、事務担当者に通知する。 
 
９．送金時期  2025 年 8 月 
 
10．助成金の使途について 

① 本助成金は研究者に対する直接的な研究助成であり、助成金の使途は、採択された研究テ

ーマの研究に直接要する物品の購入費用ならびにその他、当該研究の遂行に必要な費用

とする。 
② 人件費に使用する場合は、研究のために雇用する研究員等の費用、研究のために人材派遣

を受ける費用が対象となる。申請者および共同研究者の人件費や生活費は対象外とする。 
③ 飲食費、接待交際費には使用できない。 
④ 採択決定通知受領後に発生した費用に充当するものとする。 
⑤ 申請書に記載した使途を変更する場合は、事前に財団事務局へ所定様式による届出を提

出し承認を得る。 
 

11．助成金の使用期限について 
  研究報告書ならびに使途報告書の提出締切日である 2027 年 9 月末日までに使用する。使用 

期限時に未使用額がある場合は、財団へ返還する。 
 
12．助成金の返還について 

受領者が次に該当した場合は、原則、助成金の支給決定の取り消し又は返還を求める。 
又、③~④の場合、以後、当財団の全ての助成金の申請が受けられない。 

 ① 受領者が本研究助成金支給対象である研究テーマの研究が中止（長期中断）又は継続不可

となった場合。 
② 正当な理由なくして研究報告書ならびに使途報告書を期限までに提出がなかった場合。 

 ③ 当該助成金の申請書に記載された研究テーマにおける不正があった場合や助成金の不適

切な使用が明らかとなった場合。 
  ④ その他研究助成金受領者としてふさわしくない行為があった場合、又は当財団として許 

  容できない特別な状況が認められた場合。 
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13．報告の義務

① 本助成金の研究報告書ならびに使途報告書は、2027 年 9 月末日までに所定様式にて報告

すること。

② 本研究に関して外部発表する場合は、当財団（英文：The Naito Foundation）の助成に

よるものであることを明記し、外部発表の PDF を電子メールに添付のうえ、財団宛てに

送付すること。

③ 申請書の記載内容に変更が生じた場合は、所定様式による届出を電子メールに添付のう

え、速やかに財団宛てに提出すること。

14．申請に際しての留意点

① 本申請研究の実施・成果発表に際しては、各種関連法規およびガイドラインを遵守する。 

② 申請書は採否にかかわらず一切返却しないものとする。

③ 当財団は、採択した案件に関する情報（氏名、所属、助成対象となった研究テーマ、助成

額等）を財団 HP、事業報告書、財団機関誌および贈呈式式次第上に掲載し公表する。

④ 研究成果に関する知的財産権は申請者に帰属する。当財団はその権利を主張しない。

15．そ の 他

① 当財団は申請内容の秘密を厳守し、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五

十七号）をはじめとする各種関連法規に従い、本選考や助成採否の連絡など当該助成に

関する業務に限定して利用する。

② 受領者には 2026 年 2 月上旬に 2026 年 3 月 18 日（水）開催予定の贈呈式の招待状を送

付する。

16．問い合わせ先

公益財団法人 内藤記念科学振興財団

 〒113-0033 東京都文京区本郷 3-42-6 南江堂ビル 8 階 

TEL  03-3813-3861
FAX  03-3811-2917 
E-mail joseikin@naito-f.or.jp
URL    https://www.naito-f.or.jp/jp/index.php

以上



2025 年度内藤コンファレンス（第 53 回、第 54 回）開催計画について 

1） 第 53回内藤コンファレンス

テ ー マ： 生殖細胞学：有限な命の永続性をひも解く

Germ Cell Biology: Uncovering Mysteries of Continuity and Discontinuity 
開 催 日 時：2025 年 7月 8日(火)〜7月 11日(金) 

開 催 場 所：ガトーキングダムサッポロ (北海道札幌市) 

顧 問：阿形 清和 内藤記念科学振興財団 理事 

組織委員長：林 克 彦 大阪大学 大学院医学系研究科 教授 

組 織 委 員：北島 智也 理化学研究所 生命機能科学研究センター チームリーダー

組 織 委 員：西田 栄介 理化学研究所 生命機能科学研究センター センター長 

組 織 委 員：三浦 恭子 熊本大学 大学院生命科学研究部 教授 

組 織 委 員：吉田 松生 自然科学研究機構 基礎生物学研究所 教授 

2）第 54回内藤コンファレンス

テ ー マ：ゲノム編集が切り拓く生命科学

Forefront of Biology with Genome Editing 
開 催 日 時：2025年 10月 7日(火)〜10月 10日(金) 

開 催 場 所：ガトーキングダムサッポロ(北海道札幌市) 

顧 問： 浅 島  誠  内藤記念科学振興財団 評議員 

組織委員長： 濡 木 理 東京大学 大学院理学系研究科 教授 

組 織 委 員： 大 森 司 自治医科大学 医学部  教授 

組 織 委 員： 西増 弘志 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

組 織 委 員： 真下 知士  東京大学 医科学研究所 教授 

組 織 委 員： 谷内江 望 大阪大学 ヒューマン・メタバース疾患研究拠点 特任教授 
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円

公 1
新助成金システムの
プログラム改変等

3,000,000 円 自己資金

管

（２）設備投資の見込みについて

設備投資の予定

事業

区分 番号

財団アーカイブス改修費 自己資金

事業
年度

円

資金調達及び設備投資の見込みについて

（１）資金調達の見込みについて

法人コード

番号

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無を記載し、設備投資の予定がある場合には、その内容等を記載してください。

自 令和7年4月1日

令和8年3月31日至

1,700,000

円

設備投資の内容
支出又は収入の

予定額

使途

借入れの予定

資金調達方法
又は取得資金の使途

借入先 金額

法人名

A002520

公益財団法人
内藤記念科学振興財団

あり

なし

当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れ予定がある場合は、その借入先等を記載してください。

事業

区分



2025年度予算

公1（助成講演）計 公2（資料収集）計 共通 合計額

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

①基本財産運用益 0 0 602,428,336 602,428,336 66,934,704 669,363,040

基本財産受取利息 0 0 190,000 190,000 20,000 210,000

基本財産受取利息（振替額） 0 0 6,000 6,000 0 6,000

基本財産受取配当金（振替額） 0 0 602,232,336 602,232,336 66,914,704 669,147,040

②特定資産運用益 3,210,000 0 0 3,210,000 0 3,210,000

特定資産受取利息 10,000 0 0 10,000 0 10,000

特定資産受取配当金 3,200,000 0 0 3,200,000 0 3,200,000

④受取寄附金 0 0 38,350,000 38,350,000 0 38,350,000

受取寄附金（振替額） 0 0 38,350,000 38,350,000 0 38,350,000

⑤雑収益 0 0 0 0 1,700,000 1,700,000

受取利息 0 0 0 0 100,000 100,000

受取配当金 0 0 0 0 1,600,000 1,600,000

返還助成金 0 0 0 0 0 0

経常収益計 3,210,000 0 640,778,336 643,988,336 68,634,704 712,623,040

（２）経常費用

役員報酬 5,150,000 13,200 0 5,163,200 4,900,000 10,063,200

給料手当 26,250,000 150,000 0 26,400,000 10,000,000 36,400,000

中退共掛金 395,000 1,000 0 396,000 180,000 576,000

法定福利費 2,370,000 1,500 0 2,371,500 1,000,000 3,371,500

福利厚生費 0 0 0 0 200,000 200,000

会議費 0 0 0 0 1,000,000 1,000,000

旅費交通費 700,000 0 0 700,000 1,500,000 2,200,000

通信運搬費 3,800,000 0 0 3,800,000 1,100,000 4,900,000

減価償却費 5,350,000 0 0 5,350,000 540,000 5,890,000

消耗什器備品費 3,300,000 0 0 3,300,000 850,000 4,150,000

消耗品費 200,000 0 0 200,000 350,000 550,000

印刷製本費 3,200,000 0 0 3,200,000 1,050,000 4,250,000

光熱水料費 600,000 0 0 600,000 150,000 750,000

賃借料 11,000,000 0 0 11,000,000 2,700,000 13,700,000

諸謝金 1,150,000 0 0 1,150,000 280,000 1,430,000

支払褒賞金 11,300,000 0 0 11,300,000 0 11,300,000

科学振興賞事業 11,300,000 0 0 11,300,000 0 11,300,000

支払助成金 476,500,000 0 0 476,500,000 0 476,500,000

科学奨励金・研究助成事業費 225,000,000 0 0 225,000,000 0 225,000,000

特定研究助成事業費 16,500,000 0 0 16,500,000 0 16,500,000

海外研究留学助成事業 35,000,000 0 0 35,000,000 0 35,000,000

次世代育成支援研究助成事業費 70,000,000 0 0 70,000,000 0 70,000,000

国際会議開催助成金 10,000,000 0 0 10,000,000 0 10,000,000

女性研究者研究助成事業費 120,000,000 0 0 120,000,000 0 120,000,000

講演事業費 90,000,000 0 0 90,000,000 0 90,000,000

資料収集展示費 0 4,300,000 0 4,300,000 0 4,300,000

情報公開費 2,800,000 0 0 2,800,000 700,000 3,500,000

選考費 15,600,000 0 0 15,600,000 0 15,600,000

贈呈式費 8,500,000 0 0 8,500,000 0 8,500,000

支払報酬 0 0 0 0 5,850,000 5,850,000

租税公課 0 0 0 0 5,000 5,000

図書購読料 0 0 0 0 160,000 160,000

支払手数料 3,600,000 0 0 3,600,000 1,600,000 5,200,000

雑費 0 0 0 0 900,000 900,000

経常費用計 671,765,000 4,465,700 0 676,230,700 35,015,000 711,245,700

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 668,555,000 △ 4,465,700 640,778,336 △ 32,242,364 33,619,704 1,377,340

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

当期経常増減額 △ 668,555,000 △ 4,465,700 640,778,336 △ 32,242,364 33,619,704 1,377,340

2.経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益

経常外収益計

（2）経常外費用

什器備品除却損

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額 △ 668,555,000 △ 4,465,700 640,778,336 △ 32,242,364 33,619,704 1,377,340

一般正味財産期首残高 3,566,898,431

一般正味財産期末残高 3,568,275,771

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取寄附金 0 0 38,350,000 38,350,000 0 38,350,000

基本財産運用益 0 0 602,238,336 602,238,336 66,914,704 669,153,040

基本財産受取利息 0 0 6,000 6,000 0 6,000

基本財産受取配当金 0 0 602,232,336 602,232,336 66,914,704 669,147,040

一般正味財産への振替額 0 0 △ 640,588,336 △ 640,588,336 △ 66,914,704 △ 707,503,040

一般正味財産への振替額（受取寄附金） 0 0 △ 38,350,000 △ 38,350,000 0 △ 38,350,000

一般正味財産への振替額（受取利息） 0 0 △ 6,000 △ 6,000 0 △ 6,000

一般正味財産への振替額（受取配当金） 0 0 △ 602,232,336 △ 602,232,336 △ 66,914,704 △ 669,147,040

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 26,405,442,504

指定正味財産期末残高 26,405,442,504

Ⅲ　正味財産期末残高 29,973,718,275

第57期（2025年度）収支予算書（増減計算様式）

2025年4月1日から　2026年3月31日まで

科目
公益目的事業内訳

公益目的事業計 法人会計（管理）
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